
 
 
 
 
 
 

令和８年度 
 
 

檜原村一般会計予算書補足説明資料 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

東京都西多摩郡檜原村 



 
 



目          次 
 

檜原村一般会計予算のあらまし                                 1 

令和８年度当初予算総括表                                                                   13 

村税の状況                                                                                 17 

一般会計性質別歳出の状況                                                                   21 

令和６年度普通会計決算諸指数表                                                             22 

令和８年度 総合計画 実施計画                                23 

 

 

 



 



- 1 - 
 

 

 

令和８年度 

檜原村一般会計予算のあらまし 
 

編成方針 

 

我が国の景気は、コロナ禍からの社会経済活動の正常化がさらに進み、緩や

かな回復基調であるが、依然として原材料費や米、エネルギー価格の高騰、そ

して地政学リスクの高まりなどを受け、世界経済の先行きは不透明であり、世

界的な景気後退懸念など、今後の景気動向には引き続き注視が必要である。こ

のような状況下で、国は経済財政運営と改革の基本方針２０２５について（令

和７年６月１３日閣議決定）を定め、関税措置による国内産業・経済への影響

を想定し、物価高騰や景気の下振れリスクへの当面の対応を示しつつ、「今日

より明日はよくなる」と実感できる社会の実現に向けた取組を掲げた。  

経済成長と賃上げの促進、官民連携による人への投資の拡大、少子化対策・

こども政策の抜本強化を含めた新しい資本主義の加速や、国を取り巻く環境変

化への対応などに取り組むことにより、持続可能な成長の実現に向けた経済構

造の強化を進め、日本経済を本格的な経済回復、新たな経済成長の軌道に乗せ

ていくものとしている。  

このような中、内閣府が発表した９月の月例経済報告では、景気認識を示す

基調判断を「景気は、米国の通商政策による影響が自動車産業を中心に見られ

るものの、緩やかに回復している。」とし、先行きは、「雇用・所得環境の改

善や各種政策の効果が緩やかな回復を支えることが期待されるが、米国の通商

政策の影響による景気の下振れリスクには留意が必要である。加えて、物価上

昇の継続が消費者マインドの下振れリスクとなっている。また、金融資本市場

の変動等の影響に引き続き注意する必要がある。」としている。  
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国においては、令和８年度の地方財政の課題を次のように示している。  

 

１ 活力ある持続可能な地域社会の実現等に向けた重要課題への対応  

  「経済財政運営と改革の基本方針２０２５」等を踏まえ、地方団体が、

「地方創生２．０」やＤＸ・ＧＸの推進、防災・減災対策の取組の強化、老朽

インフラの適切な管理、地域医療提供体制の確保、物価高を踏まえた公共事業

や施設管理、サービス等における価格転嫁の推進など、活力ある持続可能な地

域社会の実現等に取り組むことができるよう、安定的な税財政基盤を確保。  

 

２ 地方の一般財源増額の確保と財政健全化等  

（１）社会保障関連経費や人件費の増加、物価上昇等が見込まれる中、地方

団体が、上記１に掲げた重要課題に対応しつつ、行政サービスを安定的に提供

できるよう、「経済・財政新生計画」、「経済財政運営と改革の基本方針２０

２５」等を踏まえ、経済・物価動向等を適切に反映しつつ、交付団体を始め地

方の安定的な財政運営に必要となる一般財源の総額について、令和７年度地方

財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保。  

（２）地方交付税については、引き続き厳しい地方財政の現状等を踏まえ、

本来の役割である財源調整機能と財源保障機能が適切に発揮されるよう、総額

を適切に確保。  

（３）臨時財政対策債、交付税特別会計借入金といった特例的な債務残高を

縮小し、財政健全化の取組を着実に推進。  

（４）地方分権推進の基盤となる地方税を充実確保するとともに、拡大しつ

つある地方公共団体間の税収の偏在や財政力格差の状況について原因・課題の

分析を進め、税源の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系の構築に向けた
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取組を推進。  

 

３ 地域ＤＸの推進と財政マネジメントの強化  

（１）フロントヤード改革やマイナンバーカードの利活用拡大等による住民

の利便性向上、自治体情報システムの標準化、サイバーセキュリティ対策の強

化、ＡＩの利用推進、デジタル人材の確保、デジタル実装の全国展開などによ

り、地域ＤＸを更に推進。  

（２）公共施設等の適正配置や老朽化対策等の推進、財政状況の「見える化」、

公営企業の広域化等の経営基盤の強化など、地方団体の財政マネジメントを強

化。  

 

また、東京都においては、令和８年度予算の見積りについて副知事の依命通

達により次のように指示がなされている。  

 

令和８年度予算は、「２０５０東京戦略」の迅速かつ確実な実行に向け、大

都市東京の強みを遺憾なく発揮し、明るい未来を実現する予算として、  

第一に、将来にわたり東京が世界の成長を牽引し続けられるよう、「人」が

輝き、活力が溢れ、安全・安心な東京へとさらに進化させるための施策を、従

来の発想にとらわれず、スピード感を持って積極的に展開すること  

第二に、ＡＩの徹底的な利活用などにより、都民が真に  「実感」する行政

サービスの向上を図るとともに、より成果重視の視点から、社会の変化への的

確な対応と施策の効率性・実効性の向上に向けて、事業の見直しを徹底し、強

靭で持続可能な財政基盤を堅持することを基本として編成することとする、と

している。  
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檜原村の財政は、令和６年度にあっては、自主財源である村税は、前年度比

１１，５４１千円、５．７ポイントの減少であり、少子高齢化、人口減少、社

会情勢や今後の景気動向の不透明性を踏まえれば、法人税や個人住民税の増収

は見通せず、安定した財政基盤を前提とした村の理想像である「自立する村」

を実現するための過程は引き続き非常に厳しい状況である。  

村の主要な歳入である地方交付税は、国において、本来の役割が適切に発揮

されるよう総額を確保するとしているが、各地方団体の算定した額の合算額と

著しく乖離しており、更に、近年国内で激甚化する豪雨災害等が頻発する状況

下では、村に交付される特別交付税は流動的な要素が多く、今後の動向には、

より一層の注意を払う必要がある。また、その他の歳入においても確保の努力

をしているものの、収入増は期待できず苦慮しているところである。  

 他方、歳出では、村の基盤整備事業である、移住・定住化促進のための空

き家対策、職住接近と永住を目的とした村営住宅等の建設、住宅用地の取得、

簡易水道の整備や維持管理、特産物であるじゃがいもを使用したじゃがいも焼

酎及び木の酒の製造、獣害対策、木育・木材活用関連事業としての森のおもち

ゃ美術館の運営、高齢者の生きがい活動の推進と高齢者の力を活用した地域振

興等の高齢者関連施策に加え、村には少子高齢化対策、見守り支援対策、買い

物支援対策、外出支援対策、ＤＸ対策、教育対策、伝統芸能の承継、環境問題、

更新時期を迎えた公共施設・インフラ施設など、今後も取り組むべき課題は山

積しており、これらの施策の展開には多額な資金需要が見込まれている。  

 令和６年度決算の普通会計における経常収支比率は、歳入では、地方税及

び国庫支出金等の減、歳出では、維持補修費の減、人件費、補助費、普通建設

事業費等の増など様々な要因により、経常収支比率が一昨年度から０．３ポイ

ント、前年度比で３．０ポイント改善し、７２．９ %となったが、今後、経常

経費の増大には留意する必要がある。  
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人件費を始め扶助費、村独自の補助費、各施設に係る維持管理経費、各種委

託費など、予算総額のうち経常経費が占める割合は引き続き高くなることが予

想され、これに連動して経常収支が高水準で推移すれば、財政構造の柔軟性が

損なわれるおそれがあるため、財政運営の健全性や弾力性を保持し続けること

が当面の課題となっている。  

こうした中、時代はますますその変化のスピードを早め、時代の変化に伴う

多種多様に変化する住民要望に応えるため、限られた財源と人材で行政サービ

スの維持・向上に努めなければならない。  

令和８年度の予算編成にあたっては、令和７年度からスタートした第６次総

合計画及び檜原村デジタル田園都市構想総合戦略（第３期）に掲げた施策を確

実に推進していくため、税収入を始めとする各種収入の確保、受益者負担の適

正化、未利用地の公有財産の貸付け等、財源の確保に努める一方、行財政改革

を継続しつつ、村の住みよさをより高めるための少子高齢化対策や、村特有の

課題に対応するための福祉施策の充実、訪問診療・訪問看護の充実、雇用の創

出と税収増が期待できる村の自然環境と地域特性に適合した企業の誘致及び

用地確保、自然エネルギーの活用や脱炭素化に向けた環境対策、移住・定住促

進のための空き家の活用と永住を目的とする住宅環境整備、マイナンバーカー

ドの利活用を含めたデジタル社会対策、自治体ＤＸの推進、エコツーリズムの

推進に連動した観光・産業基盤整備、各種修繕計画に基づく公共施設、橋梁・

水道のインフラ施設の大規模改修など、時代に適合した施策に再構築し、「自

然に育まれ  活力と幸せあふれる  檜原村」を基本理念に、きらりと光る村づ

くりの実現を目指して、以下の施策に取り組む。  

１ 「自然と共生した快適な生活基盤づくり」として、自然環境の保全と不

法投棄・公害の防止を目的とする各種施策の充実・強化、ごみの減量化を中心

とする環境衛生・環境美化の向上、生活周辺環境の変化に適応する住環境整備
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に関する補助の実施、簡易水道、下水道、じん芥、し尿処理等の生活環境の充

実、老朽化した橋梁施設の大規模改修に向けた検討、防犯・防災・減災対策、

デマンドバスの見直しを含めた生活交通関連事業、エコビレッジ構想の実現。 

２ 「ふれあいとやすらぎの健やかな暮らしづくり」として、やすらぎの里

施設の再整備、医療・保健・福祉の更なる充実、総合的な子育て支援策の推進、

高齢者の地域活動への参加を促進する環境づくり、高齢者がいつまでも健康で

いきいきと暮らすための健康づくりと見守り対策、免許返納者を含めた移動手

段の確保・充実、国保事業の充実、介護保険、介護サービス事業の充実、後期

高齢者医療対策支援、コンビニ納付・コンビニ交付の導入に向けた検討、少子

高齢化対策事業、各係の連携による訪問診療・訪問看護の充実、幸福の里の実

現。  

３ 「地域で育む個性と活力の産業づくり」として、深刻化する有害鳥獣に

よる農作物の被害防止対策、森林資源の活用と森林保全の実施及び更なる地場

産材の利用促進、村の自然や歴史、文化等を生かしたエコツーリズムの推進に

よる観光振興、公衆トイレの新設、檜原ブランドの確立による檜原産材等の特

産品を生かした産業振興、第三セクター「めるか檜原」によるミニスーパー等

の運営、村の地形的特性と自然環境に配慮した企業の誘致及び個人事業主を対

象とする企（起）業家支援制度、薪燃料等の活用による自然エネルギー利用事

業、太陽光発電の設置、じゃがいも焼酎製造事業、おもちゃ美術館の運営等地

域の活力と地域資源を生かす活性化事業、修景地整備事業、木造中高層建築の

検討など、時代に合わせた新産業の育成。  

４ 「村を担う未来に向けた人づくり」として、村内の各施設を利用した生

涯学習の充実、コンサート、観劇鑑賞等の実施、多摩・島しょ広域連携事業を

活用した感動体験事業の実施、海外派遣事業等の人材育成事業、重要文化財「小

林家住宅」及び登録有形文化財「旧高橋家住宅」の活用事業、伝統芸能の承継
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事業、教育施設の整備など次代を担う小・中学生から大学生等までの教育環境

充実事業。 

５ 「村民主役の参加と協働の村づくり」として、永住を目的とする住宅建

設施策の拡充、空き家等を活用した新たな定住化及び移住促進事業、コミュニ

ティ活動推進のための自治会組織活性化への支援と村おこし事業、空き家にな

らない、させないための支援事業、村民対話集会や村民全体会議の開催による

ひらかれた村政の実現。  

 

以上の５点を重点施策とし、物価高騰に対応した適切な事業の実施が可能と

なるよう、実勢を踏まえた適正な労務費単価や資材価格などを反映しつつ、創

意と工夫で最少の経費で最大の効果が得られるよう取組、社会改革に適応した

制度や仕組作りと事業の見直し、事業検証を徹底して施策の新陳代謝を図り、

持続可能な村政を進めることとする。 

 

 以上の方針により令和８年度の予算規模は、４，１５８，０００千円とし、

福祉政策、生活環境の向上、移住・定住対策、産業・観光振興、防災対策、文

化と教育の充実を図った予算としています。  
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歳  入 

令和 8 年度歳入の主なものについて説明します。 

村税のうち村民税の個人分では、令和７年度の課税状況と所得割分の増加傾向を見込み

増額で計上しています。法人分でも、新規設置・設立等法人数は増加傾向にあり、法人税

割額についても、前年の実績を勘案し増額計上しました。村民税全体で、対前年度比 6.1％

増額の 90,337 千円で計上しました。 

固定資産税の土地については、課税地目の更正による下落等を見込み減額で計上し、家

屋については、新築 5 棟を見込み、増額計上しています。償却資産については、新規増加

資産を見込み、増額計上としています。固定資産税全体では対前年度比 1.6％増額の95,986

千円で計上しました。 

軽自動車税については、令和 8 年 3 月 31 日に廃止となる環境性能割は廃目とし、種別

割の目の名称を「軽自動車税」に改めました。軽自動車税現年課税分も、旧税率の車両が

減少し、新税率の車両が増加する傾向にあるものの、全体での車両は減少すると見込み、

対前年度比 10．4％減の 7,660 千円で計上しています。 

特別土地保有税については、平成 15 年度の税制改正により課税停止となったため科目

存置として 1 千円を計上しています。 

村たばこ税は、近年の売り上げ本数を考慮して、対前年度比 10.7％減の 2,751 千円で計

上し、入湯税については、近年の利用者の推移を踏まえ、対前年度比 1.4％増の 1,900 千

円で計上しました。 

旧法による税では、令和 8 年 3 月 31 日に廃止となる軽自動車税 環境性能割を、科目

存置で 1 千円を計上しています。 

地方譲与税は、自動車重量譲与税、地方揮発油譲与税及び森林環境譲与税を過去の実績

額を考慮のうえ、対前年度比 9.0％増の 54,500千円を計上しています。 

利子割交付金は、預貯金等の金利が流動的でありますが、過去の実績額の推移等を考慮

のうえ、対前年度比 233.3％増の 1,000 千円を計上しています。 

配当割交付金・株式等譲渡所得割交付金については、平成 15 年度地方税制改正により

創設されたものですが、この交付金は景気の動向に大きく左右されるため、過去の実績を

考慮しつつ、昨今の景気状況等を勘案し、配当割交付金は対前年度比 66.7％増の 2,500

千円、株式等譲渡所得割交付金は対前年度比 233.3％増の 5,000 千円を計上しています。 
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法人事業税交付金は、法人事業税の一部が都道府県から市町村に交付されるものです。

法人事業税額の 7.7％を各市町村の従業者数で按分して交付されますが、前年度の実績額

を考慮し、対前年度比 33.3％増の 12,000 千円で計上しています。 

地方消費税交付金は、 消費税額の一部が都道府県に配分され、さらにその 2 分の 1 が市

町村に交付されるもので、過去の実績額の推移及び景気動向等を考慮し、対前年度比

33.3％増の 60,000 千円を計上しています。 

自動車取得税交付金は、令和元年 9 月末に廃止されましたが、過年度清算等を踏まえ、

本年度は科目存置として 1 千円を計上しました。 

環境性能割交付金は、令和７年度をもって廃止されるため、科目存置として 1 千円を計

上しています。 

地方特例交付金は、平成 11 年度の税制改正による恒久的な地方税の減収額の一部を補

填するため、地方税の代替的性格を有するものとして交付されるもので、当初予算では税

源移譲により所得税から控除しきれない住宅ローン減税分を住民税での控除の実施に伴

う減収補填分を見込み、前年度と同額の 150 千円を計上しています。 

地方交付税については、国の地方交付税額、新型交付税制度の導入、令和 7 年に実施さ

れた国勢調査の数値、過去の補正係数、単位費用額の推移、段階補正の見直し等を勘案し、

また、臨時財政対策債への振替分も見込み、対前年度比 3.3％、45,352 千円の増額で見込

み、普通交付税 1,200,932 千円、特別交付税 198,900 千円、合計 1,399,832 千円を計上し

ています。 

分担金及び負担金では、合築庁舎維持管理費分担金、保育所保育費負担金など、対前年

度比 53.3％減の 857 千円を計上しています。 

使用料及び手数料は、檜原温泉・やすらぎの湯使用料、温泉スタンド使用料、住宅使用

料などを利用実績にあわせ計上、また、下水道供用開始後 3 年経過する地区のし尿汲取り

有料化の手数料、事業所ごみ収集手数料等を計上し、対前年度比 1.2％増の 36,531 千円を

計上しています。 

国庫支出金は、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金、子育てのための施設等利用

給付国庫負担金などの増額はあるものの、児童手当国庫負担金、個人番号カード交付事務

費補助金、地域生活支援事業費補助金などの減額により対前年度比 43.0％減の 151,893

千円を計上しています。また、前年度に引き続き、児童手当国庫負担金、保険基盤安定負

担金、浄化槽設置補助金、地域生活支援事業費補助金等を計上しています。 
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都支出金は、秋川南岸道路整備事業に伴う物件補償費等都負担金、児童手当負担金、保

険基盤安定負担金は減額したものの、市町村総合交付金の増額等により、対前年度比 4.9％

増の 1,492,541 千円を計上しています。また、前年度に引き続き、地域福祉推進区市町村

包括補助事業補助金、障害者施策推進区市町村包括補助事業補助金、林道開設工事等補助

金、統計調査委託金等を計上しています。なお、例年計上していました都民の森管理運営

委託金は令和７年度から都民の森管理運営事業特別会計に組み入れています。 

財産収入では、金利の動向は流動的ですが、昨今の動向等を考慮し、基金の積立金利子

を増額で見込み、土地建物貸付収入、庁舎の空きスペース等の貸付収入等と合わせ、対前

年度比 151.1％増の 26,340 千円を計上しています。 

寄附金では、一般寄附金及び指定寄附金として、対前年度比 8.7％増の 16,200 千円を計

上しています。 

繰入金では、特別会計繰入金及び基金繰入金として財源の補てんのため財政調整基金

445,000 千円、人材育成基金 18,000 千円、社会福祉基金 8,000 千円、公共施設整備基金

48,000 千円、災害復旧・復興基金 2,989 千円の取崩しを予定し、対前年度比 61.6％増の

521,992 千円を計上しています。 

諸収入は、152,026 千円を計上し、延滞金、預金利子、受託事業収入、貸付金元利収入、

雑入で構成されています。前年度に引き続き、貸付金元利収入では、阿伎留病院企業団貸

付金元利償還金を、受託事業収入では、高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施事業

受託収入、多摩の森林再生事業受託収入、水の浸透を高める枝打ち事業受託収入を、雑入

では、ジャンボ宝くじ区市町村交付金、広報及びバナー広告収入、一般財団法人自治総合

センターコミュニティ助成金、多摩・島しょ広域連携活動助成金及び負担金、基幹系シス

テム標準化のためのデジタル基盤改革支援補助金等を計上しています。 
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歳  出 

歳出は、目的別に分類されますが、その概要について説明します。 

最初に議会費は、76,277 千円で対前年度比 2.5％増、1,871 千円の増額としていますが、

議会インターネット映像配信について、予算・決算特別委員会映像配信をするための経費

を計上したこと、また、常任委員会視察研修費の増額が主な要因です。 

総務費は、779,826 千円で対前年度比 8.3％減、70,579 千円の減額としていますが、新

規事業としては、人事給与システム導入委託料、村長車運転業務委託料、広報ひのはら配

布委託料、役場本庁舎照明器具改修工事、経済センサス活動調査費を計上しています。 

 民生費は、956,879 千円で対前年度比 9.5％増、83,349 千円の増額としており、ユニバ

ーサルコミュニケーション機器購入費、やすらぎの里立体駐車場耐震診断業務委託料、や

すらぎの里法枠改良工事、低所得世帯等臨時特別支援事業費を皆減としていますが、新規

で高齢者補聴器購入費助成金、子供食堂運営費補助金、やすらぎの里立体駐車場更新工事

を計上したほか、令和７年度９月補正予算にて令和８年度までの債務負担行為で計上した

やすらぎの里自家発電設備設置工事を計上しています。なお、前年度に引き続き、成年後

見推進機関運営委託料、福祉作業所運営委託料、児童館運営委託料、保育所運営委託料、

高齢者運転免許自主返納者支援補助金、社会福祉協議会補助金、シルバー人材センター補

助金、やすらぎの里施設管理費、子育て支援費、各特別会計の繰出金等を計上しています。 

 衛生費は、514,756 千円で対前年度比 11.1％増、51,542 千円の増額としていますが、健

康管理システム改修委託料、簡易水道事業会計繰出金等の増額が主な要因です。また、新

規事業としては、在宅療養推進事業補助金、公共施設太陽光発電設備設置工事、事業用生

ごみ処理機購入補助金、湯久保地区浄水装置設置工事等を計上しています。なお、前年度

に引き続き、秋川流域斎場組合負担金、人間ドック検査委託料、総合がん検診委託料、産

後ケア事業報償費、薪ストーブ設置費補助金等を計上しています。 

 農林水産業費は、451,607 千円で対前年度比 10.6％増、43,168 千円の増額としています。

新規事業としては、農業用機械購入檜原村補助、中高層木造建築整備可能性調査業務委託

料、笹野向林道改良工事・風張林道改良工事等を計上しており、前年度に引き続き、森林

再生事業、水の浸透を高める枝打ち事業作業委託等を計上しています。 

 商工費は、212,118 千円で対前年度比 28.7％増、47,321 千円の増額としていますが、新

規で観光施設実施設計業務委託、神戸国際マス釣場駐車場整備工事、払沢の滝入口バス停

トイレ建替工事実施設計業務委託、柏木野公衆トイレ新築工事実施設計業務委託を計上し
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ております。なお、前年度に引き続き、河川清掃委託料、あきる野商工会補助金、観光協

会補助金、払沢の滝まつり実行委員会補助金、エコツーリズム推進協議会交付金等を計上

しています。 

土木費は、452,321 千円で対前年度比 4.3％増、18,699 千円の増額となり新規事業とし

ては、板東沢残土処理場建設工事、村道第 70 号倉掛線地質調査・設計業務委託料、村道

第 67号総角沢線舗装工事、村道第 60号湯久保線災害防除工事等を計上しています。なお、

前年度に引き続き、地籍調査業務委託料、村道維持補修工事、河川維持補修工事、下水道

事業会計繰出金、公営、村営住宅管理費等を計上しています。 

 消防費は、158,262 千円で対前年度比 7.1％増、10,445 千円の増額としており、新規事

業として、土砂災害・洪水ハザードマップ作成業務委託料、国土強靭化地域計画改定業務

委託料、J アラート機器更新作業委託料等を計上したことによる増額が主な要因です。な

お、前年度に引き続き、消防団活動経費、災害対策費、ヘリポート管理費、防災行政無線

管理費等を計上しています。 

 教育費は、386,858 千円で対前年度比 23.4％増、73,269 千円の増額としており、新規事

業としては、小学校校舎外非常階段塗装工事、中学校校内樹木剪定委託料、小林家住宅モ

ノレール更新工事、小林家住宅管理用モノレール撤去工事、資料館エントランス及び階段

補修工事、図書館屋根塗装工事、調理場高圧電気設備（気中負荷開閉器）更新工事、また、

小学校及び中学校に在籍する児童生徒で、食物アレルギーその他疾患を有する場合に学校

給食の代替として保護者が弁当対応した費用を補助することにより保護者の経済的な負

担的を軽減する学校給食代替対応補助金や、老朽化した移動図書館車を更新する移動図書

館車購入費、村内各地に残る歴史的エピソードを冊子化する事業に対する檜原村伝承集編

纂事業補助金を計上しています。なお、前年度に引き続き、利島交流事業補助金、中学生

海外派遣事業費、子ども国際音楽祭負担金、学校給食費負担金等を計上しています。 

 災害復旧費は 60,106 千円で、対前年度比 18.6％増、9,406 千円の増額としています。

前年度に引き続き、令和元年台風 19 号に伴う瀬戸沢林道（第 2 工区）災害復旧工事等を

計上しています。 

 諸支出金は、21,194 千円で、対前年度比 284.9％増、15,687 千円の増額としており、金

利変動に伴う各基金の利子の増額が主な要因です。 

 



金　　　額 比　率

198,636 193,144 5,492 2.8

１．村民税 90,337 85,123 5,214 6.1

２．固定資産税 95,986 94,515 1,471 1.6

３．軽自動車税 7,660 8,552 △ 892 △ 10.4

４．村たばこ税 2,751 3,079 △ 328 △ 10.7

５．特別土地保有税 1 1 0 0.0

６．入湯税 1,900 1,874 26 1.4

７．旧法による税 1 0 1 皆増

54,500 49,988 4,512 9.0

１．自動車重量譲与税 7,000 7,000 0 0.0

２．地方揮発油譲与税 2,500 2,500 0 0.0

３．森林環境譲与税 45,000 40,488 4,512 11.1

1000 300 700 233.3

１．利子割交付金 1000 300 700 233.3

2,500 1,500 1,000 66.7

１．配当割交付金 2,500 1,500 1,000 66.7

5,000 1,500 3,500 233.3

１．株式等譲渡所得割交付金 5,000 1,500 3,500 233.3

12,000 9,000 3,000 33.3

１．法人事業税交付金 12,000 9,000 3,000 33.3

60,000 45,000 15,000 33.3

１．地方消費税交付金 60,000 45,000 15,000 33.3

1 1 0 0.0

１．自動車取得税交付金 1 1 0 0.0

1 2,000 △ 1,999 △ 100.0

１．環境性能割交付金 1 2,000 △ 1,999 △ 100.0

150 150 0 0.0

１．地方特例交付金 150 150 0 0.0

1,399,832 1,354,480 45,352 3.3

１．地方交付税 1,399,832 1,354,480 45,352 3.3

1,000 1,000 0 0.0

１．交通安全対策特別交付金 1,000 1,000 0 0.0

令和８年度当初予算総括表

11．地方交付税

比　　　　較

１．村税

２．地方譲与税

３．利子割交付金

款　　　　　　　項 ８年度当初予算額 ７年度当初予算額

４．配当割交付金

５．株式等譲渡所得割交付金

７．地方消費税交付金

８．自動車取得税交付金

10．地方特例交付金

６．法人事業税交付金

12．交通安全対策特別交付金

（歳　入）

９．環境性能割交付金
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金　　　額 比　率

857 1,836 △ 979 △ 53.3

１．分担金 853 853 0 0.0

２．負担金 4 983 △ 979 △ 99.6

36,531 36,106 425 1.2

１．使用料 29,891 29,098 793 2.7

２．手数料 6,640 7,008 △ 368 △ 5.3

151,893 266,684 △ 114,791 △ 43.0

１．国庫負担金 104,841 113,050 △ 8,209 △ 7.3

２．国庫補助金 46,198 152,555 △ 106,357 △ 69.7

３．委託金 854 1,079 △ 225 △ 20.9

1,492,541 1,422,754 69,787 4.9

１．都負担金 63,800 119,857 △ 56,057 △ 46.8

２．都補助金 1,416,272 1,268,330 147,942 11.7

３．委託金 12,469 34,567 △ 22,098 △ 63.9

26,340 10,491 15,849 151.1

１．財産運用収入 25,670 10,410 15,260 146.6

２．財産売払収入 670 81 589 727.2

16,200 14,900 1,300 8.7

１．寄附金 16,200 14,900 1,300 8.7

521,992 323,062 198,930 61.6

１. 特別会計繰入金 3 3 0 0.0

２. 基金繰入金 521,989 323,059 198,930 61.6

25,000 25,000 0 0.0

１．繰越金 25,000 25,000 0 0.0

152,026 119,856 32,170 26.8

１．延滞金加算金及び過料 10 10 0 0.0

２．預金利子 346 15 331 2206.7

３．受託事業収入 108,179 94,774 13,405 14.1

４．貸付金元利収入 1,701 1,701 0 0.0

５．雑入 41,790 23,356 18,434 78.9

0 1,248 △ 1,248 △ 100.0

１．村債 0 1,248 △ 1,248 △ 100.0

4,158,000 3,880,000 278,000 7.2

比　　　　較

14. 使用料及び手数料

15. 国庫支出金

８年度当初予算額 ７年度当初予算額

16. 都支出金

款　　　　　　　項

歳　　入　　合　　計

（単位：千円、％）

17. 財産収入

18. 寄附金

19. 繰入金

20. 繰越金

21. 諸収入

22. 村債

13. 分担金及び負担金
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金　　　額 比　率

76,277 74,406 1,871 2.5

１．議会費 76,277 74,406 1,871 2.5

779,826 850,405 △ 70,579 △ 8.3

１．総務管理費 677,459 716,650 △ 39,191 △ 5.5

２．徴税費 73,432 50,006 23,426 46.8

３．戸籍住民基本台帳費 25,379 57,550 △ 32,171 △ 55.9

４．選挙費 2,248 22,381 △ 20,133 △ 90.0

５．統計調査費 643 3,153 △ 2,510 △ 79.6

６．監査委員費 665 665 0 0.0

956,879 873,530 83,349 9.5

１．社会福祉費 737,417 641,461 95,956 15.0

２．児童福祉費 212,239 226,081 △ 13,842 △ 6.1

３．国民年金費 7,223 5,988 1,235 20.6

514,756 463,214 51,542 11.1

１．保健衛生費 164,502 157,537 6,965 4.4

２．清掃費 129,844 129,063 781 0.6

３．上水道費 220,410 176,614 43,796 24.8

451,607 408,439 43,168 10.6

１．農業費 49,205 65,144 △ 15,939 △ 24.5

２．林業費 401,402 343,295 58,107 16.9

３．水産業費 1,000 0 1,000 皆増

212,118 164,797 47,321 28.7

１．商工費 44,400 13,358 31,042 232.4

２．観光費 167,718 151,439 16,279 10.7

452,321 433,622 18,699 4.3

１．土木管理費 112,202 159,002 △ 46,800 △ 29.4

２．道路橋梁費 135,150 70,415 64,735 91.9

３．河川費 3,220 3,220 0 0.0

４．下水道費 157,527 175,899 △ 18,372 △ 10.4

５．住宅費 44,222 25,086 19,136 76.3

８年度当初予算額 ７年度当初予算額
比　　　　較

１．議会費

２．総務費

款　　　　　　　項

６．商工費

７. 土木費

３．民生費

４．衛生費

（歳　出）

５．農林水産業費
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金　　　額 比　率

158,262 147,817 10,445 7.1

１．消防費 158,262 147,817 10,445 7.1

386,858 313,589 73,269 23.4

１．教育総務費 76,644 70,933 5,711 8.1

２．小学校費 41,942 39,950 1,992 5.0

３．中学校費 37,656 40,088 △ 2,432 △ 6.1

４．社会教育費 179,214 122,979 56,235 45.7

５．学校給食費 51,402 39,639 11,763 29.7

60,106 50,700 9,406 18.6

１．農林業施設災害復旧費 59,206 49,800 9,406 18.9

２．公共土木災害復旧費 700 700 0 0.0

72,796 78,974 △ 6,178 △ 7.8

１．公債費 72,796 78,974 △ 6,178 △ 7.8

21,194 5,507 15,687 284.9

１．基金費 21,194 5,507 15,687 284.9

15,000 15,000 0 0.0

１．予備費 15,000 15,000 0 0.0

4,158,000 3,880,000 278,000 7.2

９．教育費

10．災害復旧費

８年度当初予算額款　　　　　　　項

（単位：千円、％）

比　　　　較
７年度当初予算額

８．消防費

12．諸支出金

13．予備費

歳　　出　　合　　計

200 200 0 0.0

11．公債費

３．その他公共施設・公用
　　施設災害復旧費
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村税の状況 

 

 第１項 村 民 税  ９０，３３７千円（滞納繰越分含） 

 第１目 個人分 

区 分 本年度予算額 増（△）減額 説  明 

個 人 分 81,986 千円 4,615 千円 

普通徴収 505 人（＋24 人） 

均等割分  1,515 千円 

     （＋72 千円） 

所得割額 26,416 千円 

     （＋2,736 千円） 

徴収率 99％ 

特別徴収 459 人（△28 人） 

均等割分  1,377 千円 

     （△84 千円） 

所得割額 44,324 千円 

      （＋2,149 千円） 

徴収率 99％ 

前年度分   8,678 千円 

滞納分    500 千円 

 

第２目 法人分 

法 人 分 8,351 千円 599 千円 

均等割額（現年度課税分） 

 7 号法人 3 社（＋1）＝1,230 千円 

 5 号法人 2 社（±0）＝ 320 千円 

 3 号法人 10 社（±0）＝1,300 千円 

 1 号法人 74 社（＋3）＝3,700 千円 

 合計  89 社     6,550 千円 

減免    5 社     △250 千円 

 合計               6,300 千円 

（＋560 千円）

法人税割（現年度課税分） 

           2,050 千円 

      （△39 千円）

滞納分           1千円  
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第２項 固定資産税 ９５，９８６千円（滞納繰越分含） 

固定資産税は、土地、家屋、償却資産に対し課税している税額及び国や都等が所有する固定

資産のうち使用実態が民間の所有のものと類似しているものに対し地方税法で定める固定資産

税の代わりに交付される国有財産等所在市町村交付金を計上しました。 

 

第１目 固定資産税 ９５，９８５千円（滞納繰越分含） 

 

区 分 本年度予算額 増（△）減額 説  明 

土  地 37,687 千円 △259 千円 住宅用地認定による減額 

家  屋 31,651 千円 105 千円 
新築 1 棟 滅失 1 棟  

新築家屋軽減終了２棟 

償却資産 26,347 千円 1,625 千円 取得資産の増加による増加 

滞納繰越分 300 千円 ±０円   

計 95,985 千円 1,471 千円  

 

固定資産の概要 

 区 分 課税標準額（千円） 筆 数 税率 税額（円） 

土 

地 

田 227 6 1.4/100 3,100 

畑 81,050 4,177 1.4/100 1,134,700 

宅 地 1,330,743 2,462 1.4/100 18,630,400 

山林原野 1,129,872 5,659 1.4/100 15,818,200 

雑 種 地 233,464 224 1.4/100 3,268,400 

 計 2,775,356 12,528  38,854,800 

 区 分 課税標準額（千円） 棟数 面積（㎡） 税率 税額（円） 

家 
屋 

木 造 1,912,813 1,797 141,833 1.4/100 26,770,500 

非 木 造 432,643 159 18,092 1.4/100 6,057,000 

新築軽減 △17,314   1.4/100 △242,400 

 計 2,328,142 1,956 159,925  32,585,100 

償 却 資 産 
課税標準額（千円） 事業所数 税率 税額（円） 

1,900,943 55 1.4/100 26,613,200 

合 計 7,004,441  98,053,100 

 ※徴収率 ９９％ 

 

第２目 国有財産等所在市町村交付金 １千円 

国や都等が所有する固定資産のうち、使用実態が民間の所有のものと類似しているものに対

して地方税法で定める固定資産税の代わりに交付される交付金を計上しました。 
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第３項 軽自動車税   ７，６６０千円（滞納繰越分含） 

 

第１目 軽自動車税   ７，６６０千円（滞納繰越分含） 

 

軽自動車の概要 

  軽自動車税 現年課税分 

項     目 税  額 令和 8 年度 令和 7 年度 増 減 

原 付 第 一 種 2,000 円 80 台 80 台 0 台 

原付第二種（乙） 2,000 円 16 台 17 台 △1 台 

原付第二種（甲） 2,400 円 44 台 41 台 ３台 

軽 二 輪 3,600 円 32 台 32 台 0 台 

軽四貨物（自） 

旧 4,000 円 49 台 75 台 △26 台 

新 5,000 円 134 台 121 台 13 台 

重 6,000 円 177 台 171 台 6 台 

小   計 360 台 367 台 △7 台 

軽四貨物（営） 

新 3,800 円 3 台 1 台 2 台 

重 4,500 円 4 台 4 台 0 台 

小   計 7 台 5 台 2 台 

軽四乗用（自） 

旧 7,200 円 100 台 126 台 △26 台 

新 10,800 円 223 台 216 台 7 台 

重 12,900 円 156 台 149 台 7 台 
軽

75％ 2,700 円 3 台 ３台 0 台 

小   計 482 台 494 台 △12 台 

二 輪 小 型 6,000 円 33 台 3７台 △4 台 

特 殊 作 業 車 5,900 円 28 台 26 台 ２台 

ミ ニ カ ー 3,700 円 9 台 7 台 2 台 

特定小型原動機付自転車 2,000 円 1 台 1 台 0 台 

計 1,092 台 1,107 台 △15 台 

  ※徴収率 ９９％ 

  軽自動車税 環境性能割は、令和８年 3 月 31 日をもって廃止。 

 

第４項 村たばこ税   ２，７５１千円 

村たばこ税は、村内の小売店で販売した「たばこ」の本数に応じて、日本たばこ産業株式会社

等から 1 か月分をまとめて申告され、翌月の末日までに納められます。 

近年の売り上げ本数を考慮し、対前年度比△328 千円、9.6％減の 3,079 千円で計上しました。 

本年度予算額 増（△）減額 説  明 

2,751 千円 △328 千円  売上本数の減少（△50,000 本） 

 

第５項 特別土地保有税     １千円 

この税目は、土地の供給の促進や地価の抑制を図るため、10,000 ㎡以上の土地を取得した者及

びその保有者に 10 年間課税するものです。しかし、現下の経済情勢を考慮し、平成 15 年度以降

は課税停止となり、今年度も科目存置として 1 千円を計上しました。 
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第６項 入 湯 税   １，９００千円 

入湯税は、鉱泉浴場所在市町村が環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設、消防施設その 

他消防活動に必要な施設の整備、観光の振興（観光施設の整備を含む）に要する経費に充てるた

め目的税として入湯客に課するものです。 

項目 本年度予算額 増（△）減額 説  明 

日帰り入浴分 1,699,300 円 14,100 円 入浴者 282 人の増加 

宿泊入浴者分 200,700 円 10,800 円 入浴者  72 人の増加 

   日帰り入浴施設 2 軒（内 1 軒は宿泊を含む） 

   1 人 1 日につき日帰り分 50 円、宿泊分 150 円を課税するものです。 

 

 第７項 旧法による税      1 千円 

令和８年 3 月 31 日をもって廃止、軽自動車税 環境性能割を、科目存置として、1 千円を計

上しています。 

 



（単位：千円）

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 金額 伸び率

１． 716,004 17.2% 679,504 17.5% 36,500 5.4%

２． 1,085,986 26.1% 1,150,946 29.7% △ 64,960 △ 5.6%

３． 24,900 0.6% 32,673 0.8% △ 7,773 △ 23.8%

４． 232,417 5.6% 265,540 6.8% △ 33,123 △ 12.5%

５． 940,353 22.6% 892,503 23.0% 47,850 5.4%

74,758 1.8% 74,665 1.9% 93 0.1%

865,595 20.8% 817,838 21.1% 47,757 5.8%

６． 697,680 16.8% 447,766 11.5% 249,914 55.8%

0 0.0% 0 0.0% 0 　

697,680 16.8% 447,766 11.5% 249,914 55.8%

７． 60,106 1.4% 50,700 1.3% 9,406 18.6%

８． 72,796 1.8% 78,974 2.7% △ 6,178 △ 7.8%

９． 20,435 0.5% 5,373 0.1% 15,062 280.3%

10. 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

11. 292,323 7.0% 261,021 6.7% 31,302 12.0%

12. 15,000 0.4% 15,000 0.4% 0 0.0%

　

　

4,158,000 100.0% 3,880,000 100.0% 278,000 7.2%合　　計

繰 出 金

予 備 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

積 立 金

投資及び出資金

区分

一般会計性質別歳出の状況

比較増減

人 件 費

令和８年度 令和７年度

補助事業費

単独事業費

性質別

扶 助 費

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

普通建設事業費

一部事務組合に対する

その他
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１．

２．

３．

４．

５．

決算額 構成比
経常

一般財源等
決算額 構成比 一般財源等

経常経費
一般財源等

189,986 4.6 189,986 599,550 15.1 511,433 503,171

128,170 3.1 128,170 214,931 5.4 34,798 17,398

39 0.0 39 85,779 2.2 85,779 85,779

4,192 0.1 4,192 900,260 22.6 632,010 606,348

7,125 0.2 7,125 1,017,860 25.6 527,371 419,044

1,499,386 36.0 1,307,179 31,623 0.8 24,392 24,392

1,307,179 31.4 1,307,179 781,931 19.6 230,765 132,208

192,207 5.4 117,230 2.9 116,620

0 0.0 0 0.0 0 0

1,439 0.0 1,439 242,675 6.1 27,216 18,780

1,830,337 39.7 1,638,130 0 0.0 0

2,065 0.0 0 888,973 22.3 329,937

26,316 0.6 0 787,804 19.8 310,518

6,839 0.2 0 補　助 33,752 0.8 1,228

162,545 3.9 単　独 729,398 18.3 308,636

1,868,532 44.9 その他 24,654 0.6 654

10,632 0.2 3,614 101,169 2.5 19,419

15,332 0.4 0 0.0 0

37,385 0.9 3,980,552 100.0 1,888,311

139,641 3.4

63,162 1.5 1894

2,786
(0)

(2,786)

0.2
(0.0)

(0.2)

4,165,572 100.0 1,643,638

令和６年度普通会計決算諸指数表

区　　　分 令和６年度 令和５年度 区　　　分 指　数　等

歳 入 総 額 Ａ 4,165,572千円 3,838,253千円 基 準 財 政 需 要 額 1,577,191千円

歳 出 総 額 Ｂ 3,980,552千円 3,698,612千円 基 準 財 政 収 入 額 270,012千円

歳 入 歳 出 差 引 額 （ Ａ － Ｂ ） Ｃ 185,020千円 139,641千円 標 準 財 政 規 模 1,633,963千円

翌年度に繰り越すべき財源Ｄ 28,406千円 9,057千円 財 政 力 指 数
0.169

単年度(0.171)

実 質 収 支 （ Ｃ － Ｄ ） Ｅ 156,614千円 130,584千円 実 質 収 支 比 率 9.6%

６． 単 年 度 収 支 Ｆ 26,030千円 △ 15,060千円
公 債 費 比 率 4.1%

起 債 制 限 比 率 －

７． 積 立 金 Ｇ 61,911千円 89,844千円
経 常 収 支 比 率 72.9%

積 立 金 現 在 高 5,803,956千円

８． 繰 上 償 還 金 Ｈ 0千円 0千円
地 方 債 現 在 高 607,401千円

健全化判断比率

９． 積 立 金 取 崩 額 Ｉ 0千円 0千円
実 質 赤 字 比 率 -       (15.0)%

連 結 実 質 赤 字 比 率 -       (20.0)%

10.
実 質 単 年 度 収 支 Ｊ

87,941千円 74,784千円
実 質 公 債 費 比 率 △3.8   (25.0)%　

（Ｆ+Ｇ+Ｈ-Ｉ） 将 来 負 担 比 率 -     (350.0)%

（単位：千円、％）
歳　　　　　　　　　　入 性　質　別　歳　出

区分 区分

地 方 税 人 件 費

地 方 譲 与 税 等 扶 助 費

自 動 車 取 得 税 交 付 金 公 債 費

自動車環境性能割交付金 小　　　　計

地方特例交付金等 物 件 費

地 方 交 付 税 維 持 補 修 費

内
訳

普 通 交 付 税 補 助 費 等

特 別 交 付 税 積 立 金

震 災 復 興 別 投 資 及 び 出 資 金

交通安全対策特別交付金 繰 出 金

小　　　　計 前年度繰上充用額

分担金及び負担金 投 資 的 経 費

使 用 料

内
訳

普通建設事業

手 数 料
内
訳

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

財 産 収 入 災害復旧費

寄 附 金 失業対策費

繰 入 金 合　　　　計

繰 越 金
経常収支比率72.9%
　（減税補てん債及び臨時財政対策債を歳入経常一般財源等に加えない
　場合の経常収支比率）
経常経費充当一般財源等
　　　　　　　　　　　1,200,772千円
歳入一般財源等
　　　　　　　　　　　2,073,331千円

諸 収 入

地方債
（うち減税補てん債）

（うち臨時財政対策債）

合　　　　計
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令和８年度 総合計画 実施計画 

 

１.自然と共生した快適な生活基盤づくり 

（１）自然環境の保全と公害防止 

  ○自然環境の保全 

   ・河川水質検査委託料 ４地点×４回  １０地点×１回     ５７２千円 

          計                       ５７２千円 
 

○不法投棄や公害の防止 

・不法投棄処理委託料                     ２００千円 

計                                            ２００千円 
 

○循環型社会づくり 

・資源回収団体助成補助金                   １６８千円 

・生ごみ処理機購入補助金 （７０，０００円×５基）      ３５０千円 

   ・檜原村廃棄物減量等推進審議会委員報酬            １０８千円 

   ・檜原村廃棄物処理施設設置等調整審査会委員報酬        １０２千円 

   ・檜原村環境保全審議会委員報酬                 ４８千円 

・薪ストーブ設置費補助金 （３００，０００円×３基）     ９００千円 

   ・事業所用生ごみ処理機購入補助金 （２，０００，０００円×１基） 

                                ２，０００千円 

          計                      ３，６７６千円 
 

○環境衛生・環境美化の向上 

・ふれあいデー (村内一斉清掃)経費                         ４４６千円 

・ハチ駆除委託料                       １２１千円 

・浄化槽設置補助金                      ７８０千円 

・日照の確保事業補助金 （２，０００，０００円×１件）  ２，０００千円 

・定住化のための簡易水道補助金              ２，０００千円 

・し尿汲取委託料                    １７，０００千円 

・有料し尿汲取委託料                   １，８４８千円 

・無臭トイレ及びホース延長汲取委託料（４９世帯）           ４５３千円 

・し尿汲取不可能世帯及び浄化槽設置家庭清掃補助金      ２，９３１千円 

・下水道区域外浄化槽設置補助金  （１世帯分）           ４６４千円 

・一般廃棄物収集業務委託料                            ４３，１０９千円 

・西秋川衛生組合負担金                  ６０，０００千円 

・衛生委員業務委託料                                  ９２４千円 

計                  １３２，０７６千円 

小    計                 １３６，５２４千円 
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（２）簡易水道・下水道の整備 

・簡易水道事業会計繰出金               １８４，３７１千円 

・下水道事業会計繰出金                １５７，５２７千円 

・簡易給水施設修繕料                                     １，０００千円 

小    計               ３４２，８９８千円 

 

（３）道路・交通の充実 

○生活道路等の維持・管理 

・公共用地境界確定測量業務委託料             ２，０００千円 

・板東沢残土処理場管理業務委託料               １９３千円 

・道路用地等登記事務委託料                ５，８８５千円 

・低濃度 PCB廃棄物収集運搬・処分業務委託料          ５３４千円 

・板東沢残土処理場建設工事測量設計業務委託料       ７，９４２千円 

・秋川南岸道路整備事業に伴う村道用地購入費       １９，０９９千円 

・秋川南岸道路整備事業に伴う物件補償費         ２１，８０４千円 

・秋川南岸道路整備事業負担金               ７，３６２千円 

・村道第７０号倉掛線地質調査・設計業務委託料      １４，２６４千円 

・村道ナラ枯れ等伐採業務委託料              １，０００千円 

・村道維持補修業務委託料                 ２，１００千円 

・道路等維持補修機械借上料                  １５０千円 

・村道等補修材料費                      ４５４千円 

・村道維持補修工事                   １０，０００千円 

・村道第６７号総角沢線舗装工事             ２２，５０４千円 

半たわみ舗装Ａ＝２８９㎡ アスファルト舗装Ａ=１，１２５㎡ 

・村道第６０号湯久保線災害防除工事           １３，２００千円 

    モルタル吹付工 ２００㎡ アンカー工４０本 

・村道第７０号倉掛線災害防除工事            ２７，５５５千円  

空隙充填 8.1㎥ アンカー工３０本 舗装工１５０㎡ 

・村道第 1号泉沢線道路擁壁補修工事           １１，８８０千円 

擁壁補修工事１２５㎡ 空隙充填２５㎥ 

・村道第６７号総角沢線街灯新設工事            １，３００千円 

街灯新設工事 １８箇所 

・小沢橋橋梁補修工事設計業務委託料            ７，２９７千円 

・とうげん橋耐震補強設計業務委託料           １５，６４４千円 

・橋梁維持補修工事                    ３，０００千円 

・河川維持補修工事                    ２，０００千円 

・河川維持補修業務委託料                   ９００千円 

・河川維持補修機械借上料                    ５０千円 

        計                   １９８，１１７千円 
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○安全な道路環境づくり 

・村道清掃等業務委託料                  １，５６１千円 

・村道除雪業務委託料                     ７００千円 

・林道維持補修・除雪補助金                  ２０３千円 

・林道除雪業務委託料                     ８６２千円 

・林道清掃等業務委託料                  １，３４８千円 

・農道維持補修・除雪補助金                  ２４５千円 

・農道除雪業務委託料                     １９４千円 

・除雪機購入費補助金                     ３５０千円 

          計                     ５，４６３千円 
 

○公共交通機関等の充実 

・バス路線維持費補助金       １０，０００千円 

・檜原村地域公共交通活性化協議会運営補助金      １５０千円 

・地域公共交通会議委員報酬（６名）      ５０千円 

・公共交通改善推進支援業務等委託料    ２，０００千円 

   ・やまびこ運行委託料                 １６，３８７千円 

          計                    ２８，５８７千円 

小    計              ２３２，１６７千円 

 

（４）交通安全・防犯対策の充実 

○交通安全対策の充実 

・交通安全運転喚起横断幕作成費               ３２５千円 

・五日市交通安全協会檜原支部補助金             ３００千円 

   ・五日市交通安全協会負担金                 １７４千円 

          計                       ７９９千円 
 
  ○防犯対策の強化 

・防犯協会負担金                       １４６千円 

・防犯灯修繕料                        ６００千円 

・防犯灯電気料                      １，７４０千円 

・防犯カメラ設置補助金                  １，０００千円 

       計                      ３，４８６千円 
 
  ○消費者対策の充実 

   ・消費生活相談員謝礼                                           ４５千円 

          計                        ４５千円 
 
 ○防犯意識の向上 

・安全・安心むらづくり協議会委員報酬            １３２千円 

          計                       １３２千円 
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小    計                 ４，４６２千円 

 

（５）消防・防災対応の強化 

  ○常備消防の充実 

   ・常備消防委託料                                       ８４，９９５千円 

 計                    ８４，９９５千円 
 
  ○非常備消防の体制づくり 

   ・消防団・分団・部管理運営費               ３，５６０千円 

・消防用備品購入費                    １，６９３千円 

          計                      ５，２５３千円 
 
  ○災害に強い村づくりの推進 

   ・ヘリポート管理費                    １，２５１千円 

   ・防災行政無線管理費                  ２１，５５０千円 

   ・国土強靭化地域計画改定業務委託料            ４，７１９千円 

   ・小沢地区急傾斜地崩壊防止事業負担金           ９，４００千円 

          計                    ３６，９２０千円 
 

○防災対策の整備 

   ・非常食購入費                      １，９１１千円 

   ・防災備蓄庫修繕料                      ５００千円 

・土砂災害・洪水ハザードマップ作成業務委託料       ３，２０９千円 

   ・避難所用備品購入費                   ２，０００千円 

   ・住宅・建築物土砂災害対策改修補助金           ３，０００千円 

          計                    １０，６２０千円 
 
  ○防災の意識づくり 

   ・避難行動要支援者個別避難計画策定委託料           １００千円 

          計                      １００千円 

 小    計             １３７，８８８千円 

 

合    計        ８５３，９３９千円 

 

 

２．ふれあいとやすらぎの健やかな暮らしづくり 

（１）子育て支援の充実 

○子育て家庭への支援 

・出生祝金（７名分）                        ７５０千円 

・出生記念品代（５名分）                      ８２千円 
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・小中学校入学祝金                      ７６０千円 

・乳幼児医療費助成金（３９名分）                １，１１０千円 

・子ども医療費助成金（８０名分）                ３，００９千円 

・高校生等医療費助成金（２５名分）               ２，５９９千円 

・児童手当給付金（１６８名分）                ２９，４００千円 

・地域子育てネットワーク支援事業委託料               ４５３千円 

・子育てサークル助成金                      １千円 

・チャイルドシート購入費補助金（６名分）              １８０千円 

・子育て支援学校給食費補助金                 １４２千円 

・やすらぎの里児童館運営委託料                １０，４９５千円 

・乳幼児育児用品助成金（延１３８名分）               ７５９千円 

・子どもフッ化物歯面塗布委託料（３０名分）              ４７千円 

・６・９か月健康診査委託料                      ２８千円 

・１歳６か月健康診査委託料                      １４千円 

・３歳児健康診査委託料                        １４千円 

・乳幼児健康診査医師等委託料（全６回）               ５５６千円 

・新生児聴覚検査委託料（５名分）                   １５千円 

・新生児聴覚検査補助金（５名分）                   １０千円 

・乳幼児歯科健康診査委託料（１０名分）                ２８千円 

・出産・子育て応援交付金（６名分）                 ３００千円 

・妊婦のための支援給付金（延１０名分）               ５００千円 

・健康情報アプリ使用料                       １１９千円 

・バースデーサポート事業報償費（９名分）              ６００千円 

・産後ケア事業報償費                        ９００千円 

・病児保育事業委託料                      ４，７９４千円 

・地域子育て支援拠点事業委託料                 ４，６４２千円 

・子供食堂運営補助金（１団体分）                １，２００千円 

          計                    ６３，５０７千円 
 

○保育体制の充実 

・保育所運営委託料                      ８６，５５４千円 

・保育所運営費補助金                      ４，３５３千円 

・保育従事職員宿舎借上支援事業補助金（４名分）        ２，９８２千円 

・病児・病後児保育事業負担金                    ３２２千円 

・子育て支援保育料等補助金（９名分）                ５５２千円 

・子育て支援充実補助金（２８名分）                 １１９千円 

   ・ひのはら保育園内科検診補助金（２８名分）              ７９千円 

   ・保育体制強化事業補助金                    １，２００千円 

   ・保育補助者雇上強化事業補助金                 ２，４４１千円 
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          計                    ９８，６０２千円 
 
 ○安心して子どもが育つ環境づくり 

   ・ひとり親家庭医療費助成金（２５名分）             １，５０２千円 

・児童育成手当給付金（２７名分）                ４，１０４千円 

・こども家庭センター経費                   ３３，２５２千円 

   ・防犯ブザー購入費                       ２２千円 

   ・子どもに対する安心安全確保対策支援事業補助金（２事業所分） 

１８０千円 

   ・小児初期救急平日夜間診療事業補助金                   １４５千円 

       計                    ３９，２０５千円 
 

○子育てしやすい環境づくり 

・子育てのための施設等利用費（６名分）             ２，７２４千円 

・認可外保育施設利用支援事業補助金（９名分）          １，３５６千円 

・ファミリー・サポート・センター経費                １３５千円 

       計                     ４，２１５千円 

 小    計              ２０５，５２９千円 

 

（２）高齢者福祉の推進 

  ○生活支援と介護者負担の軽減 

・老人福祉施設措置費                         １千円 

・高齢者緊急短期入所事業委託料                  ３３８千円 

・福祉サービス第三者評価受審費補助金（１事業所）         ３００千円 

・要介護者タクシー乗車料金等助成金（１５千円×１５件） 

２２５千円 

・社会福祉法人等による利用者負担額軽減措置事業補助金（１事業所） 

                 ２，０５９千円 

          計                     ２，９２３千円 
 

○安心して暮らせる生活環境づくり 

・高齢者宅警報器等取付業務委託料（２件）             ２３４千円 

・高齢者住宅改造助成費（６件）                １，２８５千円 

・福祉モノレール修繕及び保守点検等委託料             ８９７千円 

・敬老福祉大会の開催                     ４，８６６千円 

・敬老金の支給（１９２名）                  １，３０５千円 

・高齢者対策推進委員会委員報酬（７名）               ８４千円 

・成年後見申立料（１名）                     １２８千円 

・高齢者電話訪問事業委託料（５名）                 ６５千円 

・高齢者みまもり事業委託料（９名）                ２７１千円 

・高齢者世帯等ごみ回収業務委託料             ２，５９６千円 



 - 29 - 

・高齢者世帯等外出支援業務委託料               ３，６８６千円 

・高齢者世帯等買い物支援業務委託料                ３９６千円 

・高齢者運転免許自主返納者支援補助金（延３０人）         ６００千円 

・成年後見推進機関運営委託料                 ８，２１６千円 

・単身高齢者等の総合相談支援事業委託料            ６，８２４千円 

・高齢者等 ICTみまもり事業委託料（２０名）            ４４９千円 

・成年後見制度利用助成金（２名）                 ７９０千円 

・高齢者補聴器購入助成金（１５名）              １，０５０千円 

       計                     ３３，７４２千円 
 

○健康で活動的な生活づくり 

・高齢者クラブ連合会等補助金（連合会及び単位クラブ３クラブ） 

                              １，０４８千円 

・後期高齢者医療費助成金                                 ８，１７０千円 

・シルバー人材センター運営費補助金            ２０，５９４千円 

・やすらぎの里ふれあいセンター管理委託料            ３４１千円 

・高齢者日常生活用具給付費（５件）               １６３千円 

・温泉宅配委託料（延９９日）                １，９８２千円 

・温泉センター数馬の湯利用補助金（延４，０８０人）    １，８３６千円 

・後期高齢者医療特別会計繰出金              ５３，１９５千円 

   ・高齢者理髪サービス委託料（５回分）               １４千円 

   ・高齢者書道教室事業委託料（２４回分）             １５０千円 

   ・高齢者地域貢献活動費補助金（２団体）             １００千円 

   ・認知症予防教室実施委託料（５回分）              ２７５千円 

   ・高齢者スマートフォン教室実施委託料（１２回分）        ３９６千円 

          計                    ８８，２６４千円 
 

○介護保険事業の充実 

・介護保険特別会計繰出金                １０４，２４５千円 

・介護サービス事業特別会計繰出金             ２３，５２３千円 

          計                   １２７，７６８千円 

小    計              ２５２，６９７千円 

 

（３）障害者福祉の推進 

○公的扶助の充実 

・心身障害者福祉手当（３９名）                    ５，７７８千円 

・障害者団体補助金（１団体）                        ３０千円 

・障害手当給付（３名分）                       ４０３千円 

・重度身体障害者（児）住宅設備改善給付費（１件）             ３５３千円 

・療養介護医療給付費（１名）                     １，０４４千円 
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   ・障害者自立支援医療給付費                        ２００千円 

・養育医療費                             ３２７千円 

・高額障害福祉サービス給付費（５回分）                   ２３千円 

・中等度難聴児補聴器購入費助成事業費（１台）               １４７千円 

計                     ８，３０５千円 
 

○障害者福祉サービスの充実 

・障害者自立支援給付費                          ６９，４１３千円 

・障害者グループホーム等支援費（５名）                   ５，３９１千円 

・相談支援事業委託料（１箇所）                       ３，６３０千円 

・障害者（児）短期入所補助金（４名）                      ３５８千円 

          計                    ７８，７９２千円 
 
  ○地域生活支援事業の充実 

・地域生活支援事業給付費                          ８，２１７千円 

・障害福祉計画策定委員会委員報酬（７名）                    １６８千円 

・障害福祉計画策定委託料                          １，７２７千円 

       計                     １０，１１２千円 
 
  ○社会参加への支援 

・やすらぎの里福祉作業所運営委託料                   １３，０２３千円 

・重度障害者タクシー乗車料金等助成金（２５名）               ３７５千円 

          計                    １３，３９８千円 

小    計              １１０，６０７千円 

 

（４）地域福祉の促進 

○福祉人材の育成・確保 

 ・社会適応支援事業委託料（１箇所）                  ６，０４５千円 

   ・介護職員養成事業補助金（１名）                    １３０千円 

          計                     ６，１７５千円 
 

○社会福祉協議会との連携 

・社会福祉協議会への助成金                 １７，７９７千円 

          計                    １７，７９７千円 
 

○世代を超えた交流機会の充実と支えあいの意識醸成 

・福祉センター維持管理                  ４，９４０千円 

       計                     ４，９４０千円 
 

○生活福祉と社会保障の推進 

 ・国民健康保険特別会計繰出金（事業勘定）             ４７，９０８千円 

・秋川流域斎場組合負担金                 ８，８５５千円 
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・低所得世帯エアコン購入費補助金（４０世帯）           ４，０００千円 

計                    ６０，７６３千円 

小    計               ８９，６７５千円 

 

（５）保健・健康づくりの推進 

○健康づくりの推進と啓発 

・健康推進員謝礼（１６名）                           ２２５千円 

・健康推進員運動教室委託料（１回分）                      ５４千円 

・健康推進活動費補助金（７団体）                        ２１０千円 

・健康教育委託料（３教室）                           ７７２千円 

       計                       １，２６１千円 
 

○予防・健診の強化 

・小児予防接種事業（１８８名分）                     ８０９千円 

・成人等予防接種事業                           １６，１８３千円 

・定期予防接種助成金                           １７６千円 

・人間ドック検査委託料（３５名）                      １，４７７千円 

・がん検診等の検（健）診事業の充実                     ９，８２９千円 

・新型インフルエンザ予防接種補助金                         １千円 

・骨粗しょう症検診委託料（７３名）                       １３３千円 

・歯周疾患検診委託料（２０名）                          ５５千円 

・基本健康診査委託料（３０名）                        ２８８千円 

・訪問歯科保健啓発事業                           ８，０８１千円 

・認知症予防教室実施委託料（５回分）                ２７５千円 

・風しん抗体検査委託料（５名）                          ３２千円 

・任意接種補助金                        １７千円 

       計                     ３７，３５６千円 
 

○健康管理と健康増進の促進 

・妊産婦健康診査委託料（５名分）                        ５４５千円 

・里帰り等妊婦健康診査助成金（２名分）                     ２０３千円 

・健康教育栄養士等謝礼（３１回分）                       ３１０千円 

・阿伎留病院企業団負担金                         ５７，５９２千円 

・檜原村在宅療養推進事業補助金                         １６１千円 

          計                       ５８，８１１千円 
 

○こころと身体の健康づくり 

・健康相談医師委託料（６回分）                     ３１８千円 

・がん患者ウイッグ等購入費助成金（１００，０００円×５件） 

５００千円 

計                       ８１８千円 
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小    計                ９８，２４６千円 

 

（６）地域医療の充実 

○地域医療の充実 

・国民健康保険特別会計繰出金（診療施設勘定）           ４４，６０６千円 

          小    計               ４４，６０６千円 

 

合    計        ８０１，３６０千円 

 

３．地域で育む個性と活力の産業づくり 

（１）地域特性を活かした農業振興 

○農地の保全  

・農道補修工事（全路線）                 １，０００千円 

・農業用機械購入費補助金                   ４５５千円 

・有害鳥獣駆除委託料                   ２，５６７千円 

・サル追い払い事業委託料                 ５，２００千円 

・サル追い払い用発信機購入費                 ８８０千円 

・農作物獣害防止対策補助金                ３，６００千円 

・熊用捕獲檻購入費                      １２８千円 

・獣害対策くくり罠設置委託料               ３，９００千円 

・有害鳥獣捕獲対策狩猟免許取得支援事業補助金          ８０千円 

・サル動向調査業務委託料                   ９９０千円 

・遊休農地等対策会謝礼                     ４８千円 

・獣害対策花火購入費                     ３１５千円 

・野生獣出没時対応委託料                   ５５０千円 

・サル動向調査用受信基地局利用料             １，７０６千円 

・放任果樹等伐採業務委託料                ５，０００千円 

計                    ２６，４１９千円 
 

○就農者の育成・支援 

・農業近代化資金利子補給金                   ４５千円 

・獣害対策講習会講師謝礼                   ４５０千円 

・獣害対策指導謝礼                      ６００千円 

        計                     １，０９５千円 
 

○特色ある農産品づくり 

・農林業等振興事業補助金                   １５８千円 

 ・ものづくり支援事業補助金                  １，０００千円 
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 ・まち・ひと・しごと創生事業推進交付金                     ８２００千円 

        計                      ９，３５８千円 
 

○農業を通じた交流の促進 

・地域交流センター管理運営委託料             ２，０００千円 

計                     ２，０００千円 

小    計               ３８，８７２千円 

 

（２）林業の活性化 

○森林環境の保全 

・シカ害防止対策事業委託料                ３，９９４千円 

・東京都治山林道協会負担金                １，９４７千円 

・「多摩の森」活性化プロジェクト推進協議会負担金      ２，４００千円 

       計                      ８，３４１千円 
 

○林業振興の環境づくり 

・林業従事者退職共済補助金                  １６０千円 

・笹野向林道改良工事                  ３４，０００千円 

舗装工Ａ＝４,０００㎡ 

・立山林道開設工事                   ４９，０００千円 

Ｌ＝１００.０ｍ  Ｗ＝３.７ｍ 

・浅間林道改良工事                    １５，０００千円 

舗装工Ａ＝４１４㎡・安全施設工Ｌ＝１３７ｍ 

・風張林道改良工事                   ４９，０００千円 

既存擁壁改良    

・林道補修工事（全路線）                 ４，０００千円 

・林道敷地立木補償費                     ７６０千円 

・林道補修材料費                       ２００千円 

・林道ナラ枯れ等伐採業務委託料              ２，０００千円 

・林道維持補修業務委託料                 １，０００千円 

・風張林道地改良工事設計業務委託料           １１，９４３千円 

・立山林道開設工事詳細設計業務委託料           ４，７１１千円 

・林道補修等機械借上料                    １００千円 

・林業近代化資金利子補給金                   ４５千円 

計                   １７１，９１９千円 
 

○森林資源の利活用 

・森林再生事業間伐作業委託料              ７６，４５２千円 

・水の浸透を高める枝打ち事業作業委託料         ２６，３２１千円 

・都民の森管理運営事業特別会計繰出金           ７，５６６千円 

・地場産材活用対策奨励事業交付金(搬出補助)        ９，０００千円 
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・地場産材利用促進事業交付金(住宅補助)            ５００千円 

・地場産材活用対策作業道開設事業交付金          １，０００千円 

・南郷村有施設管理業務委託料               １，３２０千円 

・おもちゃ美術館管理運営委託料             １０，０００千円 

・ふるさとの森維持管理業務委託料             １，１００千円 

計                   １３３，２５９千円 

小    計              ３１３，５１９千円 

 

（３）自然を活かした観光振興 

○観光基盤の整備 

・公衆トイレの維持、管理                 １，５４５千円 

・遊歩道等の維持、管理                  １，４５９千円 

・河川清掃委託料                     ３，４１５千円 

・修景地整備事業                    ４７，０００千円 

・観光ごみ分別収集委託料                 １，２５７千円 

・観光地等交通整理業務委託料               １，６１０千円 

・登山道巡視委託料                      ４２０千円 

   ・沿道景観等修景立木補償費                ４，５００千円 

   ・バス停清掃業務委託料                    ４６５千円 

   ・グラウンド整備委託料                    ５００千円 

   ・滝めぐり遊歩道整備委託料                  ２５４千円 

   ・神戸国際マス釣場駐車場整備工事            ２４，０００千円 

・払沢の滝入口バス停トイレ改築工事実施設計業務委託料   ５，０９６千円 

・柏木野公衆トイレ新築工事実施設計業務委託料       ３，３６９千円 

   ・観光施設実施設計業務委託料              ４５，３８２千円 

計                   １４０，２７２千円 
 

○特色ある観光づくり 

・観光協会への補助                    ７，１５０千円 

・温泉センター数馬の湯管理費               ３，２２８千円 

・払沢の滝まつり実行委員会補助金             ９，０００千円 

・森林セラピー事業補助金                 １，２７４千円 

・エコツーリズム推進協議会交付金             ４，０００千円 

・森林資源を活用した魅力創出事業委託料         ２０，０００千円  

計                    ４４，６５２千円 
 

○情報発信の推進 

・大多摩観光連盟負担金                      ９９９千円 

・ひのじゃがくん活動業務委託料                           １，１００千円 

・観光パンフレット作成補助金               １，０７６千円 
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・西多摩地域魅力発信ＰＲ事業負担金               ２９千円 

・観光ＰＲ消耗品費                    １，１００千円 

計                     ４，３０４千円 

小    計              １８９，２２８千円 

 

（４）商工業の活性化 

○地域商業の充実 

・あきる野商工会補助金                  ２，７７７千円  

        計                     ２，７７７千円 
 

○事業経営の支援 

・小規模事業者経営改善資金利子補給金             ６８０千円 

・地域活性化企業人負担金                 ５，９００千円 

計                                        ６，５８０千円 
 

○企（起）業誘致の推進 

・企(起)業誘致の推進                     １，４４１千円 

計                     １，４４１千円 

小    計               １０，７９８千円 

 

合    計        ５５２，４１７千円 

 

４．村を担う未来に向けた人づくり 

（１）家庭教育・幼児教育の充実 

○幼児教育の充実  

・栄養士・助産師等謝礼                                      ２４１千円 

・ブックスタート事業                     ３０千円 

小    計                  ２７１千円 

 

（２）学校教育の充実 

  ○豊かな心を育む教育の推進 

・就学、教育相談室の管理運営費                               ５９０千円 

・特別支援心理検査等事業                                  １,２００千円 

・いじめ問題対策委員会委員謝礼                               ３０５千円 

・鑑賞教室補助金                                             ６８２千円 

・児童・生徒通学費補助                                  １１,４４４千円 

・高等学校等就学世帯生活支援交付金                        ６,３５７千円 

・バス停遠距離保護者送迎補助金                                 ８８千円 
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・中学生海外派遣事業費                                  １９,０８２千円 

          計                    ３９，７４８千円 
 
  ○確かな学力を育む教育の推進 

・放課後学習教室事業                                ３,６３７千円 

・確かな学力育成講師謝礼                                 ９６４千円 

・情報通信技術（ＩＣＴ）支援業務委託料                    １,３８６千円 

・パソコン機器借上料                              １２,００３千円 

          計                    １７，９９０千円 
 
  〇健康・安全に生活する力を育む教育の推進 

   ・メール配信システム使用料                                  ５４千円 

          計                       ５４千円 
 

○小・中一貫教育の推進 

・小中一貫教育研究会補助金                                 ９３千円 

・小中一貫教育推進研修補助金                              １００千円 

・小中一貫教育推進委員会委員報酬                              ７２千円 

・教員異校種免許状取得費用補助金                            ３５２千円 

          計                       ６１７千円 
 

  ○教職員の研修の充実 

   ・学校経営研修会講師謝礼                                 １８千円 

   ・教員研修事業講師謝礼                                  ５５千円 

   ・西多摩地区教員合同研修会講師謝礼                            ５９千円 

          計                       １３２千円 
 

○教育環境や学校施設の充実 

・学校安全管理委託料                         ２，０５７千円 

・校務支援システム使用料                       ３，０１０千円 

・小学校管理費                          ２２，８４９千円 

・小学校教育振興費（教具、教材の整備充実）              ８，４４９千円 

・小学校保健体育費（体育施設、備品の充実）              ３，５５２千円  

・中学校管理費                          １９，００３千円 

・中学校教育振興費（教具、教材の整備充実）              ７，８３５千円 

・中学校保健体育費（体育施設、備品の充実）              ３，６６７千円  

・学校給食共同調理場管理運営費                  ５１，４０２千円 

          計                   １２１，８２４千円 

小    計              １８０，３６５千円 

 

（３）社会教育・社会体育の振興 

○社会教育の振興 
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・図書館の管理運営費                  ４０，２２０千円 

・移動図書館の管理運営費                                ６，２３７千円 

・成人式の開催                                              ４７６千円 

・生涯学習事業（教養講座講師謝礼）                           ３０６千円 

・文化協会補助金                                             １８０千円 

                 計                    ４７，４１９千円 
 

○社会体育の振興 

 ・スポーツ推進委員会委員報酬               １，１７０千円 

 ・スポーツ教室開催経費                     ５０千円 

・スポーツ協会補助金                     ８００千円 

・総合運動場管理運営費（夜間照明含む）          ２，０７７千円 

・東京ヒルクライム大会実行委員会負担金          １，０００千円 

・西多摩地域広域行政圏スポーツ大会負担金           ２９４千円 

計                     ５，３９１千円 

 

○地域間交流の振興 

・秋川流域小中学生駅伝大会負担金                             １１４千円 

・中学生海外派遣事業費                                 １８，２０４千円 

・海と山の交流事業                                           ５５０千円 

・利島交流事業補助金                                     ５，９３０千円 

・子ども国際音楽祭負担金                                     ６００千円 

計                                     ２５，３９８千円 

小    計               ７８，２０８千円 

 

（４）文化と伝統の継承 

  ○文化財の保全 

   ・文化財専門委員会委員報酬                                  ２１０千円 

   ・修繕料                                                    １００千円 

・重要文化財小林家住宅管理経費                          ６，７４９千円 

・小林家住宅モノレール更新工事            ２８，８７７千円 

・小林家住宅管理用モノレール撤去工事          ４，２２６千円 

   ・モノレール保守点検委託料                 ６５９千円 

・文化財保護アドバイザー委託料               ３７９千円 

・文化財ホームページ更新委託料               ３２１千円 

・村指定文化財管理費補助金                 １９８千円 

・檜原村伝承集編纂事業補助金              ５，６９１千円 

       計                    ４７，４１０千円 
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 ○伝統芸能の継承 

・村技芸保存奨励金                                           ９５０千円 

          計                       ９５０千円 

 

○郷土資料館の充実 

・郷土資料館管理運営費                                 １７，８４３千円 

       計                    １７，８４３千円 

小    計               ６６，２０３千円 

 

合    計        ３２５，０４７千円 

 

５．村民主役の参加と協働の村づくり 

（１）定住環境の整備・充実 

  ○良質な住宅の整備  

   ・定住促進住宅補助金                     １，０００千円 

   ・定住促進（空家）補助金                   ９，０００千円 

   ・住宅管理費                        ４４，２２２千円 

   ・空家管理システム保守業務委託料                 ３３０千円 

   ・空家建物調査診断業務委託料                   １２７千円 

   ・登録空家等調査委託料                      ５５０千円 

   ・定住促進サポート事業補助金                 ５，４００千円 

・住み続けるための土地造成事業補助金             １，０００千円 

          計                    ６１，６２９千円 
 
  ○コミュニティ活動の活性化 

   ・地域おこし事業補助金                    １，３００千円 

   ・自治会活動支援金                    １，８００千円 

          計                     ３，１００千円 
 
  ○コミュ二ティ施設の充実 

  ・コミュニティセンター、藤倉ドーム維持管理費             ３，３６６千円 

  ・自治会館建設費補助金                                   ４，０００千円 

          計                     ７，３６６千円 

          小    計               ７０，２９５千円 

 

（２）行政運営の充実 

   ・地域おこし協力隊活動経費                  ４１，３７８千円 

・広報ひのはら発行                    ２，２４４千円 
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・LGWAN機器保守委託料         ５１８千円 

・都区市町村電子自治体共同運営サービス利用委託料  １，２０６千円 

・登記情報課税連携システム導入委託料              １０，６９２千円 

・戸籍電算システム標準化委託料                   １，３２０千円 

・財務会計システム改修業務委託料               ７９２千円 

・基幹系システム保守委託料         ２２，９９７千円 

・インターネット系システム保守委託料         ６，３７０千円 

・基幹系システム標準化委託料         １４，０９６千円 

・内部情報系機器更改委託料           ３１，６９９千円 

・内部情報系パソコン機器借上料          ４，０６７千円 

・ホームページクラウド利用料                                 ９４７千円 

・自治体情報セキュリティクラウド利用料                       ４９５千円 

・リモートワークシステム利用料                               ４４７千円 

・LGWAN系システム利用料           ４，６２１千円 

・モバイルルーター回線使用料                                 ２８６千円 

・業務効率化ツール使用料                                     ９９０千円 

・都・区市町村ＤＸ協働運営委員会負担金                   １，５８３千円 

・中間サーバー・プラットフォーム利用負担金               ２，１１１千円 

          小    計              １４８,８５９千円 

   

合    計       ２２０,９５４千円 

 

総  合  計           ２,７５１,５２１千円 

 

第一節 自然と共生した快適な生活基盤づくり 

８５３，９３９千円 

第二節 ふれあいとやすらぎの健やかな暮らしづくり 

８０１，３６０千円  

第三節 地域で育む個性と活力の産業づくり 

５５２，４１７千円  

第四節 村を担う未来に向けた人づくり 

３２５，０４７千円  
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  第五節 村民主役の参加と協働の村づくり 

２２０，９５４千円 

 

総 合 計        ２，７５３，７１７千円 


